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２０１２年３月１９日 

ソフトバンク株式会社 

代表取締役社長 
孫 正義 

水谷 祐樹
【資料４】

水谷 祐樹




徳島県 
２.８ＭＷ 

京都市 
４.２ＭＷ 

群馬県 
２.４ＭＷ 

栃木県 
２ＭＷ 

ソフトバンクの 
メガソーラー 
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買取価格、期間に関係なく 

全国１０ヶ所以上 

計２００ＭＷ以上 

実施予定 
 



１．買取価格/期間 

３．系統接続ルール 
２．価格見直しルール 

早期制定が必要 
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５％ １０％ １０％＋α 

消費税増税の場合 

１年目～ ２年目～ Ｘ年目～ 

外税とすべき 

実質的買取価格変更 

消費税の扱いについて 
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消費税は外税 

Section 18 Calculation of tariffs 

The tariffs shall not 
include value-added tax. 

ドイツの事例 

(3)  

法文に明記 
（付加価値税） 

※出典： Renewable Energy Sources Act, EEG 



買取価格のコスト算定について 

実態に即したコストを盛り込むべき 

etc.. 

系統接続費用 
土地の賃借料 
税（事業税、法人税等） 
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発電所建設候補地から、 
最適な系統接続地点について、 

系統接続交渉時に初めて告知 
（予算上の見積が立てられない） 

参考：接続費用算出時の問題点① 
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事前に系統接続地点が不明 

予備検討の段階から明示すべき 
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参考：接続費用算出時の問題点② 

一般電気事業者からの送電線費用提示 

妥当性確認が困難 
分割払い等、支払いルールも未整備 

費用負担の妥当性が不明 

費用の透明性確保、 
支払いルールを整備すべき 



9 

ドイツ フランス 

イタリア スペイン 

買取期間について 

国名 買取期間 

２０年 

２０～３０年 

国名 買取期間 

１５～２０年 

１５～２０年 

自然エネ先進国は原則２０年以上 
最低限、機器の法定耐用年数が必要 

※出典：調達価格等差算定委、平成２２年再生可能エネルギーの全量買取PT資料より当社算出 



太陽光 

風力 

地熱 

６ヶ月以上 

３年以上 

１０年以上 

（運転開始までの期間） 

買取価格見直しルール 
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電源別に価格改定の算定ロジックを開示し 

事前に価格を想定しやすくするなど 

現行法内の運用でも予見性を高めるべき 
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自然エネ普及には 
一般市民の参加も重要 



メガソーラーを超える 
住宅用太陽光発電のポテンシャル 

※出典：環境省「再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査 平成22年版」 

戸建 

１億ｋＷ 
集合住宅 

１億ｋＷ 

合計 ２億ｋＷ 

＋ 
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（７/１施行） 

全量買取 

住宅用の 
普及促進策は？ 

住宅用太陽光の普及促進策 
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太陽光 
（メガ） 

風力 

地熱 小水力 

バイオマス 

太陽光 
（住宅用） 

余剰買取 



住宅用ソーラー４ｋＷの場合 

約１５０～２００万円 

※当社調べ。国の補助金及び自治体の補助金により大きく変動 

普及のネックは初期投資負担 
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（施工費込み） 



個人の選択肢を増やす 
※朝日新聞（2012.1.28） 

枝野経済産業大臣 

「屋根貸し」モデルを 
今夏に新設方針 
  

家庭が屋根を貸し 
発電会社がパネルを置く 
（事業用に限り１０ｋＷ未満でも全量買取とする） 

ひとつの解決策 
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価格と期間だけで 
自然エネ普及は前進しない 
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ドイツ環境省 

「経済的不合理を理由に 

 系統接続を拒否した事例はない」 

※出典：資源・エネルギー庁「海外の再生可能エネルギー電源に係る優先規定の検討状況について」（2010.12.1） 

・接続申込は原則、全て接続 
 
・系統増強費用は、原則、系統運用者負担。 
 経済的に不合理な場合は、系統増強の責務を負わない 

ドイツの系統接続ルール 
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※「Markt und Wettbewerb Energie Kennzahlen 2010」より算出 

太陽光 
３９０万ｋＷ 

接続率 
９９.７％ 

風力 
２８０万ｋＷ 

接続率 
９７.１％ 

【接続ＮＧの一例】 

系統安定化装置の不備（出力調整装置など） 

ドイツでの自然エネの接続率 
（２００９年） 
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公正な系統接続ルールの 
実行に向けて 



電力会社ごとに 
送電網を運用 

送電網の一体的運用（イメージ） 

電力会社全体で 
送電網を一体的に運用 

東北電力 

東京電力 

北陸電力 

中部電力 

関西電力 

九州電力 

※実際の電力会社のサービス区域は都道府県単位ではありません 

中国電力 

四国電力 

北海道電力 

系統運用機関 

北海道電力 

東北電力 

東京電力 

北陸電力 

中部電力 関西電力 

中国電力 

四国電力 

九州電力 
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送電網の増強と 
一体的運用 

自然エネ電力を 
需要地へ送電 

※出典：環境省「平成２２年度 再生可能エネルギー導入ポテンシャル調査」 

北海道電力 

発電設備 
(既存) 

７００万ｋＷ 

風力発電 
ポテンシャル 

５億４,０００万ｋＷ 

九州電力 
発電設備 
（既存） 

２,０００万ｋＷ 

風力発電 
ポテンシャル 

４億８,０００万ｋＷ 

資源地と需要地の 
ミスマッチ 

送電網の増強と一体的運用 
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その他（電力改革） 
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再生可能エネルギー含む発電事業は、最終的には市
場競争の中で成長していく、当たり前の産業構造にな
る事を理想とする。 

系統への優先接続性を担保するためにも、送配電部
門の独立化（発送電分離）を検討すべき。 

サーチャージによる増加分よりも、電気料金そのものの
料金値上げがインパクトが強い事を問題視すべき、 
競争による料金低減を目的とし、低圧部分の自由化
（全面自由化）を検討すべき。 

電気事業の競争促進については、通信事業の競争政
策の歴史等を参考にしつつ適用できる部分に関しては
積極的に取り入れるべき。 
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健全な市場ではない 
※出典：日本経済新聞（2012/03/04） 

東電 家庭料金１０％値上げ？ 

一般家庭市場を独占 

さらに 

一方的な値上げ 


